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○佐野市介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱 

平成29年２月１日告示第16号 

改正 

令和５年６月29日告示第150号 

佐野市介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱 

（趣旨） 

第１条 この告示は、介護保険法（平成９年法律第123号。以下「法」という。）、介護保険法施行令

（平成10年政令第412号。以下「政令」という。）及び介護保険法施行規則（平成11年厚生省令第36

号。以下「省令」という。）に定めるもののほか、法第115条の45第１項に規定する介護予防・日常

生活支援総合事業（以下「総合事業」という。）の実施に関し必要な事項を定めるものとする。 

（総合事業） 

第２条 総合事業は、次に掲げる事業を行うものとする。 

(１) 介護予防・生活支援サービス事業 

ア 訪問型サービス（法第115条の45第１項第１号イに規定する第１号訪問事業をいう。以下同じ。） 

イ 通所型サービス（法第115条の45第１項第１号ロに規定する第１号通所事業をいう。以下同じ。） 

ウ その他の生活支援サービス（法第115条の45第１項第１号ハに規定する第１号生活支援事業を

いう。） 

エ 介護予防ケアマネジメント（法第115条の45第１項第１号ニに規定する第１号介護予防支援事

業をいう。以下同じ。） 

(２) 一般介護予防事業 

ア 介護予防把握事業（支援を要する者を把握する事業をいう。） 

イ 介護予防普及啓発事業（介護予防活動の普及及び啓発を行う事業をいう。） 

ウ 地域介護予防活動支援事業（地域における住民主体の介護予防活動の育成及び支援を行う事

業をいう。） 

エ 一般介護予防事業評価事業（一般介護予防事業の事業評価を行う事業をいう。） 

オ 地域リハビリテーション活動支援事業（地域における介護予防の取組の機能強化を行う事業

をいう。） 

（対象者） 

第３条 介護予防・生活支援サービス事業の対象となる者は、省令第140条の62の４各号のいずれかに

該当する被保険者とする。 

２ 一般介護予防事業の対象となる者は、法第９条第１号に規定する第１号被保険者及びその支援の

ための活動を行う者とする。 

（利用料等） 

第４条 省令第140条の63第１項の規定により市が定める利用料の額は、市長が別に定める。 

２ 介護予防・生活支援サービス事業の実施に際し実費が生じたときは、その費用は利用者の負担と

する。 

（介護予防・生活支援サービス事業に係る支給費） 

第５条 介護予防・生活支援サービス事業に係る支給費の額は、省令第140条の63の２第１項第１号イ

の規定に基づき、市長が別に定める。 
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（支給限度額） 

第６条 省令第140条の62の４第１号に該当する者が指定事業者による訪問型サービス及び通所型サ

ービスを利用する場合の支給限度額については、法第55条第１項の規定を準用する。 

２ 省令第140条の62の４第２号に該当する者が指定事業者による総合事業を利用する場合の支給限

度額は、居宅介護サービス費等区分支給限度基準額及び介護予防サービス費等区分支給限度基準額

（平成12年厚生省告示第33号）第２号イの規定する単位数により算定した額とする。 

（高額介護予防サービス費相当事業） 

第７条 市長は、法第61条第１項に規定する高額介護予防サービス費の支給に相当する事業（以下「高

額介護予防サービス費相当事業」という。）を実施するものとする。 

２ 高額介護予防サービス費相当事業の実施については、令第29条の２の２の規定を準用する。 

（高額医療合算介護予防サービス費相当事業） 

第８条 市長は、法第61条の２第１項に規定する高額医療合算介護予防サービス費の支給に相当する

事業（以下「高額医療合算介護予防サービス費相当事業」という。）を実施するものとする。 

２ 高額医療合算介護予防サービス費相当事業の実施については、令第29条の３の規定を準用する。 

（利用の申請） 

第９条 介護予防・生活支援サービス事業を利用しようとする者（以下「申請者」という。）は、介護

予防・生活支援サービス事業利用申請書（別記様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、市長に申

請しなければならない。 

(１) 介護予防サービス計画作成・介護予防ケアマネジメント依頼（変更）届出書（別記様式第２

号） 

(２) 省令第140条の62の４第２号の規定に基づき厚生労働大臣が定める基準（平成27年厚生労働省

告示第197号）の様式第１の質問項目に対する回答 

（利用の決定） 

第10条 市長は、前条の申請書の提出があった場合は、速やかに、その内容を審査し、利用を決定し

たときは介護予防・生活支援サービス事業利用決定通知書（別記様式第３号）により申請者に通知

し、利用をすることができないと決定したときは介護予防・生活支援サービス事業利用棄却通知書

（別記様式第４号）により申請者に通知するとともに一般介護予防事業の利用を促すものとする。 

（利用の決定の効力等） 

第11条 前条の規定による介護予防・生活支援サービス事業の利用の決定の効力は、当該決定の日か

ら生ずるものとする。 

２ 介護予防・生活支援サービス事業の利用に係る有効期間（以下「有効期間」という。）は、次に掲

げる区分に応じ、当該各号に掲げる期間とする。 

(１) 省令第140条の62の４第１号に該当する者 要支援認定の有効期間の満了する日 

(２) 省令第140条の62の４第２号に該当する者 利用の決定の日の翌月の初日から24月を限度と

して市長の定める日までの期間。ただし、当該決定の日が月の初日である場合は、その日から24

月を限度として市長の定める日までの期間とする。 

（利用の更新） 

第12条 有効期間の満了後引き続き介護予防・生活支援サービス事業を利用しようとする者は、その

有効期間の更新を受けなければならない。 
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２ 前項の規定による有効期間の更新を受けようとする者は、有効期間の満了の日の60日前から有効

期間が満了する日までに、有効期間の更新の申請をしなければならない。 

３ 前項の場合において、有効期間の更新がされたときは、その更新の効力は、有効期間が満了の日

の翌日から生ずるものとする。 

４ 第９条及び第10条の規定は、有効期間の更新について準用する。 

５ 第２項の規定にかかわらず、省令第140条の62の４第１号に該当する者が法第33条第２項に規定す

る要支援更新認定（以下「要支援更新認定」という。）の申請をした場合は、当該申請を第２項の規

定による申請とみなす。この場合において、同条第４項において準用する法第32条第６項の規定に

よる要支援更新認定を受けた場合は、当該要支援更新認定を第４項において準用する第10条の規定

による利用の更新の決定とみなす。 

（利用の休止又は中止） 

第13条 市長は、介護予防・生活支援サービス事業を利用する者（以下「利用者」という。）が次の各

号のいずれかに該当する場合は、当該利用者の利用の休止又は中止をすることができる。 

(１) 利用者の健康状態に変化が見られ、市長が介護予防・生活支援サービス事業を利用すること

が適当でないと認めるとき。 

(２) 利用者の主治医が休止又は中止の指導を行ったとき。 

(３) 前２号に掲げるもののほか、市長が介護予防・生活支援サービス事業の利用を継続すること

が適当でないと認めるとき。 

（利用の変更等の届出） 

第14条 利用者は、介護予防・生活支援サービス事業の利用の変更、休止又は中止をしようとすると

きは、あらかじめ、介護予防・生活支援サービス事業利用変更（中止・休止）届（別記様式第５号）

により市長に届け出なければならない。 

２ 市長は、法第115条の47第５項の規定により介護予防・生活支援サービス事業を法第115条の45の

３第１項に規定する指定事業者（以下「指定事業者」という。）に委託している場合において、前項

の規定による届出があったときは、介護予防・日常生活支援総合事業変更（中止・休止）通知書（別

記様式第６号）により当該指定事業者に通知するものとする。 

（利用の終了） 

第15条 市長は、利用者が次の各号のいずれかに該当する場合は、介護予防・生活支援サービス事業

の利用を終了するものとする。 

(１) 第３条第１項に該当しなくなったとき。 

(２) 介護予防・生活支援サービス事業終了届（別記様式第７号）の提出があったとき。 

２ 市長は、前項第２号の終了届の提出があったときは、介護予防・生活支援サービス事業終了通知

書（別記様式第８号）により利用者に通知するものとする。 

（事業の評価） 

第16条 指定事業者は、利用者ごとに事前評価（介護予防・生活支援サービス事業を行う前に行う評

価をいう。以下同じ。）及び事後評価（介護予防・生活支援サービス事業を行った後に行う評価を

いう。以下同じ。）を行うものとする。 

２ 事前評価及び事後評価の方法については、別に定めるところによる。 

（指定事業者の報告） 
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第17条 指定事業者は、介護予防・生活支援サービス事業に係る経理とその他の事業に係る経理とを

明確に区分しなければならない。 

２ 指定事業者は、法第115条の47第５項の規定により提供するサービス（以下「サービス」という。）

について、実施月ごとに、介護予防・日常生活支援総合事業実施状況報告書（別記様式第９号）に

より市長に報告しなければならない。 

３ 指定事業者は、サービスの利用状況を明らかにする書類及び経理に関する帳簿その他必要な書類

を事業所に備え付けなければならない。 

（遵守事項） 

第18条 指定事業者若しくは指定事業者であった者又は介護予防・生活支援サービス事業に従事する

者若しくは従事していた者は、介護予防・生活支援サービス事業に関して知り得た秘密を漏らし、

又は自己の利益のために使用してはならない。 

（その他） 

第19条 この告示の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この告示は、平成29年４月１日から施行する。 

附 則（令和５年６月29日告示第150号） 

この告示は、令和６年４月１日から施行する。 
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別記様式第１号（第９条関係） 
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別記様式第２号（第９条関係） 
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別記様式第３号（第10条関係） 
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別記様式第４号（第10条関係） 

 



9 

別記様式第５号（第14条関係） 
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別記様式第６号（第14条関係） 
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別記様式第７号（第15条関係） 
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別記様式第８号（第15条関係） 
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別記様式第９号（第17条関係） 
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